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１ 平成２２年度の財政運営 

 (1) 経済情勢 

 平成２２年度の日本経済は，企業収益の回復が続く中で，海外経済の改善や緊急経済対策

をはじめとする政策の効果を背景に，景気の持ち直しが期待されていましたが，円高やデフ

レの影響により，景気は足踏み状態が続きました。また，年間を通して失業率は高水準にあ

り，雇用情勢については厳しい状況が続きました。 

 一方，先行きについては，生産活動や輸出には上向きの動きがみられますが，東日本大震

災をはじめ電力供給の制約，原子力災害の影響などにより，企業収益，設備投資，雇用情勢，

個人消費などの経済活動は動きが弱く，依然として厳しい状況にあります。 

 (2) 財政運営 

 平成２２年度の財政状況は，歳入では，個人市民税の減少などにより市税収入が２年連続

して前年度決算額を下回りましたが，地方交付税が増加したことで一般財源総額が確保でき

たため，債務残高縮減の観点から臨時財政対策債の発行を抑制しました。 

 歳出では，景気低迷による雇用情勢の悪化や高齢化の進展などにより，扶助費や社会保障

関係費が増加しましたが，人件費の抑制や経常経費の削減に取り組むなど，経常収支の改善

に努めました。また，市債の発行を元金償還額以内に抑制し，市債残高を縮減するとともに，

財政調整基金への積み立てを行い，財政基盤の強化に取り組みました。 

 (3) 補正予算 

 一般会計では６月，９月，１１月及び２月と４回にわたり補正予算を編成し，繰越金のほ

か，国・県支出金などの財源を活用して，国の経済対策に伴う事業，緊急性や市民要望が高

い事業を中心に予算措置を行ないました。 

 

２ 決算の特徴 

 (1) 全体 

  ①決算規模 

 一般会計の歳入・歳出決算規模は，ともに対前年度を下回り，歳入で２．６％の減，歳出

で２．８％の減となりました。 

  ②実質収支 

 一般会計の実質収支は約４１億２，８００万円，対前年度比で１３．１％の減（約６億２，

０００万円の減）となりました。 

  ③経常収支比率 

 臨時財政対策債を含めた経常収支比率は９５．３％となり，前年度の９６．６％から１．

３ポイント改善されました。 

  ④市債残高（全会計） 

   対前年度比で，４．１％の減となりました。 

    平成２１年度末：約１，９２０億  ７００万円 

   →平成２２年度末：約１，８４２億２，５００万円（約７７億８，２００万円の減） 

  ⑤財政調整基金の積立 

 財政基盤強化のため約１０億４００万円を積み立てました。 
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 (2) 歳入 

  ①市税 

 企業収益の回復により法人市民税が約５億３００万円の増，新築・改築家屋の増加により

固定資産税が約２億１，８００万円の増となったものの，景気低迷の影響などにより個人市

民税が約１６億６，９００万円の減となったことで，市税全体では対前年度比１．３％の減

（約８億２，６００万円の減）となりました。 

  ②地方譲与税 

 地方揮発油譲与税が約１億１，８００万円の増となりましたが，自動車重量譲与税，地方

道路譲与税が減少したことで，対前年度比２．４％の減（約２，２００万円の減）となりま

した。 

  ③交付金・交付税 

 地方交付税が約３２億６，１００万円の増となった一方で，自動車取得税交付金が約６，

３００万円の減，配当割交付金が約２，０００万円の減となり，全体では対前年度比４６．

３％の増（約３１億４，４００万円の増）となりました。 

  ④市債 

 投資的経費が減少したことや臨時財政対債を抑制したことにより，対前年度比３１．８％

の減（約３６億６，６００万円の減）となりました。 

 (3) 歳出 

①目的別 

 前年度比較では，民生費（１３．１％増，約４４億７，７００万円増），教育費（２１．

４％増，約２６億６，４００万円増）などが増加しました。 

 一方，総務費（３７．９％減，約６１億１，２００万円減），消防費（２５．６％減，約

１７億７００万円減），土木費（１２．１％減，約１９億１，０００万円減）などが減少し

ました。 

②経費別 

 義務的経費が，対前年度比８．４％の増（扶助費：３８．５％増，人件費：５．４％減，

公債費：２．４％減）となっているほか，繰出金（１０．２％増，約９億５，９００万円増）

が増加しました。 

 一方，普通建設事業費（２０．９％減，約３３億２，４００万円減），物件費（０．５％

減，約８，１００万円減）などが減少しました。 



３　決算規模
(1) 一般会計

歳　入　１，１５０億１，５３６万円（前年度　１，１８１億３，９６５万円　増減率　△２．６％）

歳　出　１，０９５億９，５４６万円（前年度　１，１２７億４，３４０万円　増減率　△２．８％）

(2) 会計別決算状況

22年度　① 21年度　②
増減額
①－②

増減率

歳入 115,015 118,140 △ 3,125 △ 2.6
歳出 109,595 112,743 △ 3,148 △ 2.8
歳入 37,168 34,698 2,470 7.1
歳出 35,830 34,181 1,649 4.8
歳入 11,918 15,419 △ 3,501 △ 22.7
歳出 10,870 14,760 △ 3,890 △ 26.4
歳入 768 729 39 5.3
歳出 504 474 30 6.3
歳入 318 328 △ 10 △ 3.0
歳出 318 10 308 3,080.0
歳入 258 243 15 6.2
歳出 258 243 15 6.2
歳入 338 352 △ 14 △ 4.0
歳出 324 316 8 2.5
歳入 98 154 △ 56 △ 36.4
歳出 90 127 △ 37 △ 29.1
歳入 15,174 14,594 580 4.0
歳出 15,147 14,459 688 4.8
歳入 120 205 △ 85 △ 41.5
歳出 89 175 △ 86 △ 49.1
歳入 434 432 2 0.5
歳出 417 410 7 1.7
歳入 38 33 5 15.2
歳出 22 13 9 69.2
歳入 3,146 2,820 326 11.6
歳出 2,834 2,607 227 8.7
歳入 69,778 70,007 △ 229 △ 0.3
歳出 66,702 67,773 △ 1,071 △ 1.6
歳入 184,793 188,147 △ 3,354 △ 1.8
歳出 176,298 180,516 △ 4,218 △ 2.3

※各会計の歳入歳出決算額を四捨五入しているため，合計とは一致しない。

(3) 実質収支の状況 （単位　百万円，％）

22年度　① 21年度　②
増減額
①－②

増減率

4,128 4,748 △ 620 △ 13.1
1,338 517 821 158.8

940 576 364 63.2
264 255 9 3.5

0 318 △ 318 △ 100.0
0 0 0 0.0

15 36 △ 21 △ 58.3
9 27 △ 18 △ 66.7

27 136 △ 109 △ 80.1
31 30 1 3.3
17 22 △ 5 △ 22.7
16 20 △ 4 △ 20.0

312 213 99 46.5
7,096 6,899 197 2.9

※各会計の実質収支を四捨五入しているため，合計とは一致しない。

区　　　　　　　　　　分

一 般 会 計

(単位　百万円，％）

区　　　　　　　　　　分

老 人 保 健 事 業

　一　　　　般　　　　会　　　　計　　　　（Ａ）

公 設 市 場 事 業

合　　　　　計　（Ａ）＋（Ｂ）

計　（Ｂ）

公 共 用 地 取 得 事 業

駐 車 場 事 業

介 護 老 人 保 健 施 設 事 業

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

北 柏 駅 北 口 土 地 区 画 整 理 事 業

下 水 道 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 セ ン タ ー 事 業

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

駐 車 場 事 業

合　　　　　　　　　　計

介 護 老 人 保 健 施 設 事 業
介 護 保 険 事 業
北 柏 駅 北 口 土 地 区 画 整 理 事 業

下 水 道 事 業
公 設 市 場 事 業
老 人 保 健 事 業
公 共 用 地 取 得 事 業

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業
後 期 高 齢 者 医 療 事 業

学 校 給 食 セ ン タ ー 事 業

特

別

会

計
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４ 歳入の状況（一般会計）
（単位　百万円，％）

金額 ① 構成比 金額 ② 構成比

市 税 62,265 54.1 63,091 53.4 △ 826 △ 1.3

地 方 譲 与 税 914 0.8 936 0.8 △ 22 △ 2.4

交 付 金 ･ 交 付 税 9,938 8.6 6,794 5.8 3,144 46.3

使 用 料 及 び 手 数 料 2,049 1.8 2,235 1.8 △ 186 △ 8.3

国 ･ 県 支 出 金 21,785 19.0 21,517 18.2 268 1.2

繰 入 金 55 0.1 1,894 1.6 △ 1,839 △ 97.1

繰 越 金 5,396 4.7 5,701 4.8 △ 305 △ 5.3

市 債 7,867 6.8 11,533 9.8 △ 3,666 △ 31.8

そ の 他 4,746 4.1 4,439 3.8 307 6.9

合　　　　　　　計 115,015 100.0 118,140 100.0 △ 3,125 △ 2.6

(1) 歳入の主な増減内訳 （単位　百万円）

区　　　　　　　分 増減額

市 税 △ 826

地 方 譲 与 税 △ 22

交 付 金
交 付 税

3,144

使 用 料 及 び
手 数 料

△ 186

国 ･ 県 支 出 金 268

繰 入 金 △ 1,839

繰 越 金 △ 305

市 債 △ 3,666

そ の 他 307

合　　　　　　　計 △ 3,125

区　　　　　　分
増減額
①－②

増減率
21年度22年度

土地売払収入73　 延滞金61　厚生組合資産清算金△239　療養給付費負担
金返還金98　資源品等売却代111　老人保健事業特別会計精算金316　保
育料37　消防通信指令事務協議会負担金△207

主な増減内訳

個人市民税△1,669　法人市民税503　固定資産税218　軽自動車税11　市
たばこ税76　事業所税△14　都市計画税51

地方揮発油譲与税118　自動車重量譲与税△36　地方道路譲与税△104

利子割交付金△15　配当割交付金△20　株式等譲渡所得割交付金△8　地
方消費税交付金6　自動車取得税交付金△63　地方特例交付金△5　普通
交付税3,215　特別交付税46

駐輪場一時利用使用料△20　高等学校授業料△101　一般廃棄物（ごみ）処
理手数料△27

【国庫支出金】介護給付費・訓練等給付費等負担金143　児童手当負担金△
1,074　子ども手当負担金5,282　生活保護費負担金680　地域活性化・経済
危機対策臨時交付金409　定額給付金給付金事業費補助金△5,798　子育
て応援特別手当交付金△191　市街地再開発事業補助金△342　高機能消
防指令センター総合整備事業費補助金△235　安全・安心な学校づくり交付
金197　風早南部小学校整備事業補助金（防音工事）551
【県支出金】国民健康保険保険基盤安定負担金59　介護給付費・訓練等給
付費等負担金59　児童手当負担金△573　子ども手当負担金732　千葉県安
心こども基金事業費補助金84　乳幼児医療対策事業費補助金45　国勢調査
委託金154　緊急雇用創出事業補助金171

公園整備事業債△395　駐輪場整備事業債155　消防防災施設整備事業債
（施設）△637　義務教育施設整備事業債284　高等学校施設整備事業債432
合併特例債△2,644　臨時財政対策債△600

福祉医療基金繰入金△349　職員退職手当基金繰入金△745　都市整備基
金繰入金△800　芸術文化自主事業基金繰入金30

前年度繰越金△305
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(2) 市税の推移 （単位　百万円，％）

区　　　　　　分 22年度 21年度 20年度 19年度 18年度

当 初 予 算 60,498 62,465 63,805 62,951 56,351

増 減 率 △ 3.1 △ 2.1 1.4 11.7 7.2

決 算 額 62,265 63,091 64,369 63,650 57,988

増 減 率 △ 1.3 △ 2.0 1.1 9.8 3.8

 

※人口１人当たりの市税 （単位　人，円，％）

区　　　　　　分 22年度 21年度 20年度 19年度

人 口 402,841 400,112 396,160 391,544

1 人 当 た り 市 税 154,566 157,683 162,482 162,560

増 減 率 △ 2.0 △ 3.0 △ 0.048 8.6

(注)人口は3月31日現在

(3) 市債

＊地方債の推移 （単位　百万円，％）

区　　　　　　分 22年度 21年度 20年度 19年度 18年度

一 般 会 計 借 入 額 7,867 11,533 7,756 7,010 10,056

一 般 会 計 依 存 度 6.8 9.8 7.5 7.1 10.0

一 般 会 計 残 高 （ 年 度 末 ） 112,673 116,186 116,248 119,956 124,457

特 別 会 計 残 高 （ 年 度 末 ） 59,184 62,568 66,075 70,537 73,810

企 業 会 計 残 高 （ 年 度 末 ） 12,368 13,253 14,099 15,762 16,786

残 高 合 計 （ 年 度 末 ） 184,225 192,007 196,422 206,255 215,053

(4) 基金の活用（繰入金の状況） （単位　百万円）

基　　　　　　金 22年度 21年度 20年度 19年度 18年度

柏 市 財 政 調 整 基 金

柏 市 福 祉 医 療 基 金 349

柏 市 職 員 退 職 手 当 基 金 745 300

柏 市 都 市 整 備 基 金 800

柏 市 市 債 管 理 基 金 346 97

そ の 他 55 1

合　　　　　　計 55 1,894 646 97 1
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５ 歳出の状況（一般会計）
(1) 目的別内訳 （単位　百万円，％）

金額 ① 構成比 金額 ② 構成比

625 0.6 626 0.5 △ 1 △ 0.2

10,011 9.1 16,123 14.3 △ 6,112 △ 37.9

38,591 35.2 34,114 30.3 4,477 13.1

10,259 9.4 10,447 9.3 △ 188 △ 1.8

88 0.1 86 0.1 2 2.3

556 0.5 604 0.5 △ 48 △ 7.9

2,048 1.9 2,045 1.8 3 0.1

13,837 12.6 15,747 14.0 △ 1,910 △ 12.1

4,951 4.5 6,658 5.9 △ 1,707 △ 25.6

15,135 13.8 12,471 11.1 2,664 21.4

13,254 12.1 13,579 12.0 △ 325 △ 2.4

240 0.2 243 0.2 △ 3 △ 1.2

109,595 100.0 112,743 100.0 △ 3,148 △ 2.8

(2) 目的別の主な増減内訳 （単位　百万円）

増減額

△ 1

△ 6,112

4,477

△ 188

3

△ 1,910

△ 1,707

2,664

△ 325

△ 49

△ 3,148

総 務 費

教 育 費

公 債 費

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

議 会 費

民 生 費

衛 生 費

 

商 工 費

消 防 費

土 木 費

教 育 費

公 債 費

そ の 他

合　　　　　　計

退職手当（特別職分）△30　退職手当（一般職分）△674　無線放送施設整備
工事△57　定額給付金△5,798　財政調整基金積立金850　法人市民税過誤
納金還付金△331

款

商 工 費

土 木 費

労 働 費

消 防 費

民 生 費

22年度

議 会 費

退職手当（一般職分）△206　救助工作車Ⅲ型購入代△147　高機能消防指
令情報システム整備工事△1,088　根戸分署移転建設整備工事△346

柏北部中央地区新設小学校用地967　風早南部小移転整備工事614　小中
学校校舎・屋内運動場耐震補強工事429　市立柏高校第二体育館整備工事
485　調理業務委託51

長期借入金元金△103　繰上償還金元金△112　長期借入金利子△110

国民健康保険事業特別会計繰出金700　介護保険事業特別会計繰出金298
（仮称）柏市総合保健医療福祉施設新築工事△3,085　介護給付費・訓練等
給付費等265　療養給付費負担金103　児童手当△2,222　子ども手当6,712
生活保護費1,107

諸 支 出 金

公設総合地方卸売市場事業特別会計繰出金28　共通商品券事業補助金△
35

北柏駅南口第一駐輪場整備工事△214　柏駅西口第七駐輪場用地購入費
547　柏駅東口Ａ街区第二地区市街地再開発事業補助金△684　元町通り
線・中通り線家屋損失補償費△276　こんぶくろ池公園用地購入費△789　旧
吉田家住宅歴史公園整備工事△150

個別予防接種委託106　乳幼児医療扶助費114　特殊歯科診療事業補助金
24　地球温暖化対策基金積立金△88　検査用機器購入代△53　車両購入
代△29　第二清掃工場運転管理委託（債務負担支払）△86　ビニール・プラ
スチックごみ圧縮保管委託△26　資源回収事業委託△21

主な増減内容  

議員報酬△13　議員期末手当△10　議場設備等改修工事31

21年度 増減額
①－②

増減率

合　　　　　　計

総 務 費

款

公共用地取得事業特別会計繰出金△2　小規模土地改良事業負担金（若白
毛）△27　「園芸王国ちば」強化支援事業補助金△12
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(3) 経費別内訳 （単位　百万円，％）

金額 ① 構成比 金額 ② 構成比

義務的経費 59,269 54.1 54,659 48.5 4,610 8.4

人件費 23,451 21.4 24,783 22.0 △ 1,332 △ 5.4

扶助費 22,564 20.6 16,297 14.5 6,267 38.5

公債費 13,254 12.1 13,579 12.0 △ 325 △ 2.4

普通建設事業 12,555 11.5 15,879 14.1 △ 3,324 △ 20.9

補助 6,652 6.1 9,042 8.0 △ 2,390 △ 26.4

単独 5,903 5.4 6,837 6.1 △ 934 △ 13.7

物件費 17,344 15.8 17,425 15.5 △ 81 △ 0.5

繰出金 10,326 9.4 9,367 8.3 959 10.2

その他 10,101 9.2 15,413 13.6 △ 5,312 △ 34.5

109,595 100.0 112,743 100.0 △ 3,148 △ 2.8

(4) 経費別の主な増減内訳 （単位　百万円）

増減額

義務的経費 4,610

人件費 △ 1,332

扶助費 6,267

公債費 △ 325

普通建設事業 △ 3,324

補助 △ 2,390

単独 △ 934

物件費 △ 81

繰出金 959

その他 △ 5,312

△ 3,148

21年度

合　　　　　　計

区　　　　　　分

定額給付金△5,798　法人市民税過誤納金還付金△331　特殊歯科診療事
業補助金24　共通商品券事業補助金△35　財政調整基金積立金850　地球
温暖化対策基金積立金△88　都市開発資金貸付金△100

主な増減内容

 

（仮称）柏市総合保健医療福祉施設新築工事△3,085　柏駅西口第七駐輪
場用地購入費369　柏駅東口Ａ街区第二地区市街地再開発事業補助金△
684　元町通り線・中通り線家屋損失補償費△276　こんぶくろ池公園用地購
入費△332　旧吉田家住宅歴史公園整備工事△150　救助工作車Ⅲ型購入
代△115　高機能消防指令情報システム整備工事△706　風早南部小移転整
備工事608　小中学校校舎・屋内運動場耐震補強工事429

議場設備等改修工事31　北柏駅南口第一駐輪場整備工事△214　柏駅西口
第七駐輪場用地購入費177　　こんぶくろ池公園用地購入費△458　　救助工
作車Ⅲ型購入代△32　高機能消防指令情報システム整備工事△382　根戸
分署移転建設整備工事△346　柏北部中央地区新設小学校用地△220　風
早南部小移転整備工事△123　市立柏高校第二体育館整備工事485

給料（一般職分）△246　期末勤勉手当（一般職分）△286　退職手当（一般職
分）△854　地方公務員共済組合負担金△19

介護給付費・訓練等給付費等265　子育て応援特別手当交付金△186　児童
手当△2,222　子ども手当6,712　生活保護費1,107　管内私立保育所運営費
負担金161　乳幼児医療扶助費114

長期借入金元金△103　繰上償還金元金△112　長期借入金利子△110

22年度

定額給付金事業事務委託△62　個別予防接種委託106　第二清掃工場運転
管理委託（債務負担支払）△86　ビニール・プラスチックごみ圧縮保管委託△
26　資源回収事業委託△21　調理業務委託51

国民健康保険事業特別会計繰出金700　介護保険事業特別会計繰出金298
下水道事業特別会計繰出金△50　北柏駅北口土地区画整理事業特別会計
繰出金△57

合　　　　　　計

区　　　　　　分

 

増減額
①－②

増減率
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６　各種財政指数の推移（普通会計ベース）
（単位　％）

22年度 21年度 20年度 19年度 18年度
早 期 健 全
化 基 準

財 政 再 生
基 準

0.972 1.016 1.027 1.022 0.995

(0.923) (0.990) (1.003) (1.054) (1.025)

95.3 96.6 94.3 93.1 90.1

実 質 赤 字 比 率 － － － － 11.25 20.00

連結実質赤字比率 － － － － 16.25 35.00

実 質 公 債 費 比 率 10.6 11.5 12.4 12.6 17.1 25.00 35.00

将 来 負 担 比 率 88.6 110.3 124.7 144.4 350.00

資金不足比率

22年度 21年度 20年度 19年度 18年度
経 営 健 全
化 基 準

－ － － －

－

－ － － －

－ － － －

－ － － －

７　基金の年度末残高
（単位　百万円）

22年度 21年度 20年度 19年度 18年度

4,866 3,862 3,707 3,696 3,684

8,417 9,498 9,853 9,793 9,514

2,717 2,691 3,416 3,707 3,690

13,283 13,360 13,560 13,489 13,198

4,965 4,965 4,964 4,961 4,957

12 41 41 41 42

4,977 5,006 5,005 5,002 4,999合　　　　　　計

　財政調整基金

　特定目的積立基金

　　うち職員退職手当基金

合　　　　　　計

運用基金

　土地開発基金

財
政
健
全
化
判
断
比
率

（単位　％）

　特定目的運用基金

※実質公債費比率は，算定方法の変更により平成１９年度から都市計画税充当可能額等が控除されています。

区　　　　　　分

財 政 力 指 数

（ ） 内 は 単 年 度

経 常 収 支 比 率

※対象となる全ての会計で資金不足は発生していません。
※南柏駅東口土地区画整理事業会計は平成１９年度末で特別会計を廃止しました。

区　　　　　　分

積立基金

20.0

対　　象　　会　　計

下 水 道 事 業

公 設 市 場 事 業

病 院 事 業

水 道 事 業

南柏駅東口土地区画整理事業
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８　企業会計

(1) 病院事業 （単位　百万円，％）

22年度 21年度

金額 ① 金額 ②

収 益 的 収 支

病 院 事 業 収 益 1,135 5,041 △ 3,906 △ 77.5

病 院 事 業 費 用 1,120 5,030 △ 3,910 △ 77.7

差　　　　　　引 15 11 4 36.4

（ 税 抜 き ） 14 9 5 55.6

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入 89 91 △ 2 △ 2.2

資 本 的 支 出 145 184 △ 39 △ 21.2

差　　　　　　引 △ 56 △ 93 37 △ 39.8

(2) 水道事業 （単位　百万円，％）

22年度 21年度

金額 ① 金額 ②

収 益 的 収 支

水 道 事 業 収 益 7,856 7,847 9 0.1

水 道 事 業 費 用 6,452 7,067 △ 615 △ 8.7

差　　　　　　引 1,404 780 624 80.0

（ 税 抜 き ） 1,316 708 608 85.9

資 本 的 収 支

資 本 的 収 入 685 897 △ 212 △ 23.6

資 本 的 支 出 3,219 2,910 309 10.6

差　　　　　　引 △ 2,534 △ 2,013 △ 521 25.9

※収益的収支による税抜きの当年度純利益（約１３億１６百万円）は，減債積立金（約７億９４百万円）及び建設改良積
立金（約５億２２百万円）に積立てをします。

※資本的収支の不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額（約８４百万円），建設改良積立金
（約４億１１百万円），減債積立金（約７億８百万円），過年度分損益勘定留保資金（約１３億３１百万円)で補てんしまし
た。

※収益的収支による税抜きの当年度純利益（約１４百万円）は，減債積立金に積立てをします。

※資本的収支の不足額は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額（約１百万円），過年度分損益勘定
留保資金（約８百万円），減債積立金（約４７百万円）で補てんしました。

区　　　　　　分 備考
増減額
①－②

区　　　　　　分 備考
増減額
①－②

増減率

増減率
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